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BEPS行動計画 8：OECDが評

価の困難な無形資産に係るディ

スカッションドラフトを公表  
 

経済協力開発機構（OECD）は 6月 4日に、税源浸食と利益移転（Base 

Erosion and Profit Shifting：以下「BEPS」）プロジェクトの行動計画 8の

“評価の困難な無形資産”に関するディスカッションドラフトを公表した。こ

れはまだ関係者のコンセンサスを得たものではない。ディスカッションドラフ

トに対するパブリックコメントの募集期限は 2015年 6月 18日であり、7月

6、7日に OECDのパリ本部で、このディスカッションドラフトおよびその他

の移転価格のトピックに関するパブリックコンサルテーションが実施される予

定である。 

 

ディスカッションドラフトは、OECD移転価格ガイドライン 2010年版の第 6

章における“評価の困難な無形資産”に関連する内容（2014年の BEPS報告書

（無形資産に係る移転価格ガイダンス）において、この部分には括弧と網掛け

が付されている）を更新するものである。2014年 12月 19日に公表された移転

価格ガイドライン第 1章の改訂に関するディスカッションドラフトでは、評価

の困難な無形資産（Hard-to-value intangibles）の移転価格ルールもしくは特

別の措置について扱っているが、今回の指針は、このディスカッションドラフ

トにおけるパート 2のオプション 1に焦点を当てている。オプション 1では、

特定の状況において、税務当局は無形資産の譲渡が独立取引の原則に従ってい

るか否かを判断する際の推定証拠として事後的な結果（納税者は偶発的支払の

仕組みを採用する可能性がある）を用いることができるとしている。 

 

取引時点で評価の不確定性が高い場合の独立企業間価格 

 

ディスカッションドラフトでは、取引の時点で無形資産もしくは無形資産に係

る権利の評価の不確定性が高く、どのように独立企業間価格を決定すべきであ

るかという疑問が生じた場合には、“評価の不確定性を考慮する”ために、独

立企業であれば何をするかということを参考にして解決を図るべきであると述

べている。 

 

ディスカッションドラフトによれば、独立企業間における価格の取決めは、事

実と状況に応じて異なる可能性がある。取引後の状況が十分に予見可能で、信

頼性のある予測ができる場合、独立企業は最終的な収益にかかわらず、期待さ

れる収益に基づいて、取引の初めに価格を決める（事前的な価格決定）かもし

れない。また、その他の場合、独立企業であれば、期待される収益のみに基づ

く価格決定は、無形資産の評価に係る高い不確定性がもたらすリスクに対して

十分な保護を与えないと考えるかもしれない。後者の場合、独立企業は次のよ

うな措置を講じる可能性がある。 

 

 より短い期間の契約を採用する 

 契約に価格調整条項を含める 

 段階的支払の方式を採用する 
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 ライセンシーの売上の増加に合わせてロイヤルティー料率を引き上げる 

 予期しなかった重大な事項の発生により、価格決定時の重要な前提条件に変化が生じる場合、価格取決めの再

交渉をする 

 

ディスカッションドラフトでは、もし独立企業間で価格調整条項を採用するならば、税務当局もそのような条項に基

づいて価格の合理性を判断することを認められるべきであると述べている。 

 

ディスカッションドラフトは、価格決定時に当事者が考慮する状況または事象を確かめる際に税務当局が直面する困

難について述べている。ビジネスとその環境に関する税務当局と企業の間の情報の非対称性は、系統的に不適切な価

格決定をするリスクを生じるかもしれない。 

 

評価の困難な無形資産 

 

ディスカッションドラフトでは、特別の配慮が必要になるだろう評価の困難な無形資産の特徴を述べている。評価の

困難な無形資産は、関連者間でこれを譲渡する際に、(i)十分に信頼できる比較対象が存在せず、(ii)譲渡した無形資産

から生じることが期待される将来のキャッシュフローまたは所得の信頼できる予測を欠いているか、もしくは無形資

産を評価する際に用いる仮定の不確定性が高い無形資産である。 

 

評価の困難な無形資産に分類される無形資産は、次のうち一つ以上の特徴を持つだろう。 

 

 譲渡時点において部分的にのみ開発された無形資産 

 取引後の数年間、商業的に利用することが予期されない無形資産 

 個別に見れば評価の困難な無形資産ではないが、評価の困難な無形資産に分類されるその他の無形資産の開発

または価値の増大と関連する無形資産 

 譲渡時点で、新しい方法で利用されることが予期される無形資産 

 

実務においては、広範囲の無形資産が評価の困難な無形資産の特徴を持つかもしれない。そのため、ディスカッショ

ンドラフトにおける指針は多くの無形資産の譲渡取引に適用される可能性がある。 

 

ディスカッションドラフトでは、評価の困難な無形資産を譲渡し、譲渡後の実績と事前の予測に重要な差異がある場

合、税務当局は譲渡後の実績を用いて価格を決める偶発的支払の取決めを採用することを提起できると述べている。

しかしながら、価格決定に用いる予測情報の信頼性を税務当局が確認できる場合、実績に基づく価格調整は行うべき

ではない。ディスカッションドラフトには例外も含まれており、(i)価格設定に用いた予測の詳細、(ii)財務予測と実績

の間のいかなる重要な差異も、予見不能な状況（例えば、予期しなかった競争者の倒産あるいは取引後に生じた自然

災害等）によるものであるということの十分な証拠、を企業が提供できるならば、企業の用いる価格は実績のレビュ

ーによる影響を受けるべきではないとされている。 

 

 

コメント 

 

ディスカッションドラフトでは、“所得相応”（commensurate with income）という用語は用いていないが、指針に

おいて議論されている概念的な枠組みは、米国における所得相応の概念と定期的な調整のルールに類似していると思

われる。 

 

ディスカッションドラフトで与えられている指針は、納税者と税務当局の間の情報の非対称性に動機づけられたもの

であるため、納税者の観点から言えば、納税者が指針に従って自ら取引の事後的な調整をするとは思われない。この

問題は、米国のルールの下でも現在なお論争の的となっている。 

 

ディスカッションドラフトには、明確化の望まれる点がいくつかある。それには次のことが含まれる。 

 

 ディスカッションドラフトでは、事後的な調整は、価格設定時の財務予測と実績の間に重要な差異が存在する

場合にのみ用いるべきであると述べている。不確定性を減じる上では、米国型のセーフハーバールールを導入

することが有用であろう。これは、実績が予測値の 120%超であるか、80%未満である場合に事後的な調整を

行うというものである。 

 予期しなかったマクロ経済事象（景気後退、不況、期待を上回る経済成長）や政府の行動等に伴う事後的な結

果の評価に関する事例を追加することは有用だろう。 

 特別の配慮の適用に係る遡及期間を制限することは合理的と思われる。例えば、開発期間が非常に長い場合を

除き、取引を検証するために 15年遡及することは適切ではないだろう。 



 評価の困難な無形資産に特別の配慮が適用される状況を制限するために、“部分的に開発された”（partially 

developed）、“取引後の数年間”（several years following the transaction）および“新しい”（novel）と

いう用語が何を意味するのかを明確にすること。 

 契約に含まれる偶発的価格条項が尊重されるか否かについて、ディスカッションドラフトでは何も触れていな

い。偶発的価格条項が受け入れられれば、納税者は相互協議手続を経ることなく、当初の評価結果に対してポ

ジティブもしくはネガティブな調整を行うことができる。そのような条項を認めることは不確定性を減じる上

で有用だろう。 

 

 ディスカッションドラフトにおける改訂案が、独立取引の原則からはずれた特別の措置とみなされるのか、あ

るいは当該原則に従ったものとみなされるのかが明らかではない。ディスカッションドラフトの最初のセクシ

ョンでは、改訂案は独立取引の原則に従ったものであると主張しているようである（これは米国の所得相応の

ルールと類似する）。しかし、コメンテーターはこれに同意しないかもしれない。もし特別の配慮が独立取引

の原則を反映していないのであれば、それに効力を持たせるために租税条約の改正が必要となる（OECD モ

デル条約の第 9 条および二国間租税条約に対する改正を含む。これは BEPS プロジェクトの下で勧告されて

いる多国間協定により達せられるかもしれない）。 

 

6月 8日の OECDのウェブキャストにおいて、OECDの租税条約、移転価格および金融取引部門のヘッドであるマル

リース・ド・ルイター氏は、OECDは第 1章の改訂に関するディスカッションドラフトの更新版は公表しないという

ことを発表した。第 1章の改訂に関する追加的な情報およびその他の BEPS行動計画の指針は 6月 10-11日にワシン

トンで開催される OECDの会議、もしくは 7月 6-7日にパリで開催される OECDのコンサルテーションで提供される

予定である。 
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